
田原市妊産婦タクシー利用料助成事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、産科医療機関又は助産所（以下「産科機関」という。）へ

の通院等に係るタクシー利用料の支給（以下「支給」という。）により、妊産

婦の移動に伴う心身の負担および経済負担を軽減することで、安心して妊娠・

出産・子育てができる環境を整えることを目的とする田原市妊産婦タクシー

利用料助成事業（以下「助成」という。）の実施に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

（対象となる利用料）  

第２条 支給の対象は、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号

に規定する一般乗用旅客自動車運送事業を同法第４条の規定により許可を受

けた法人等が行う運送事業（大型車以上のものを除く。）の利用（以下「タク

シー利用」という。）に係る料金であって、産科機関の利用及び乳児健康診査

に係るものとする。 

 (対象者) 

第３条 第１条の助成を受けることができる対象者（以下「対象者」という。)

は、タクシー利用日現在において、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１

号)の規定により本市の住民基本台帳に記録され、妊娠の届出後から産後１年

までの妊産婦（以下「妊産婦」という。）とする。ただし、妊産婦が未成年者

又は成年被後見人である場合にあっては、当該妊産婦の親権を行う者、後見

人又はこれに準ずる者で現に監護するものとする。 

（支給額） 

第４条 タクシー利用１回あたりの助成金支給額（以下「支給額」という。）は、



タクシー利用日に支払ったタクシー利用料（以下、「タクシー利用料」という。）

の８割（その額に１００円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）

を対象とする。 

２ 次の各号に掲げる者の支給額は、前項の規定にかかわらず、タクシー利用料

の全額を対象とする。 

(1) 世帯の構成員（当該妊婦及び当該妊婦と扶養義務関係にある者に限る。）

に、当該年度の市町村民税（当該年度の市町村民税が確定していない場合

は、前年度の市町村民税）が課されていない者  

(2) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯に属する者 

３ 助成の対象となる１回あたりのタクシー利用料は、９，０００円を上限とす

る。 

４ 助成の対象となるタクシーの利用回数は、妊娠の届出１回当たり８回を上

限とする。 

（支給の申請） 

第５条 支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）は田原市妊産婦タ

クシー利用料助成申請書兼請求書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添え

て市長に提出しなければならない。 

(1) タクシー利用料が確認できる領収書等 

(2) 産科機関での受診を証明することができる領収書、診療明細書又は母子

健康手帳の健診記録等の写し 

(3) 振込先金融機関等の預金通帳等の写し 

(4) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の申請は、タクシー利用の最終日から半年後の月末までに申請しなけ

ればならない。 



３ 前項の規定による期限までに申請が困難であると市長が認める場合にあっ

ては、その原因が解決した後、申請者は速やかに申請するものとする。 

（支給決定及び支給） 

第６条 市長は、前条の規定によりタクシー利用料の支給の決定をしたときは、

田原市妊産婦タクシー利用料支給決定通知書（様式第２号）により、申請者

に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により支給を決定した者に対し、速やかに支給を行うも

のとする。 

３ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、タクシー利用料の支給をし

ないこととする。この決定をしたときは、田原市妊産婦タクシー利用料不支

給決定通知書（様式第３号）により理由を付し申請者に通知するものとする。 

(1) 申請者が第３条の規定に該当しないと認めたとき。 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が利用を不適当と認めたとき。 

（不当利得の返還） 

第７条 市長は、偽りその他不正の手段により支給を受けた者に対し、その返還

を求めるものとする。 

（受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第８条 支給を受ける権利は、譲り渡し、又は担保に供してはならない。 

（関係機関との連携等） 

第９条 市長は、支給の決定のための調査又は過去に決定した支給に係る調査

のために特に必要と認めるときは、田原市妊産婦タクシー利用料助成申請書

兼請求書で取得している同意の範囲内で、官公署その他の関係機関に対し、

必要な資料の提供を求め、又は事実の確認若しくは聴取を行うことができる。  

（その他） 



第１０条 この要綱に定めのない事項については、田原市補助金交付要綱（昭和

５１年４月１日施行）の定めるところによる。 

２ この要綱及び田原市補助金交付要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第７条の

規定は、この要綱の失効後も、なお効力を有する。 

   附 則 

 この要綱は、令和７年３月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の田原市妊産婦タクシー利用料助成事業実施要綱第２条の規定の適

用については、前項に規定する施行の日以後のタクシー利用分から適用し、同

日前のタクシー利用分については、従前の例による。 



様式第１号（第５条関係）  

  

田原市妊産婦タクシー利用料助成申請書兼請求書 

  

年   月   日  

   田原市長 殿  

                          

標記について、次のとおり関係書類を添えて申請します。  

申
請
者 

 

フ  リ  ガ  ナ    

生年月日 
  年  月  日 

（    歳）氏 名    

現 住 所 〒  

電  話  番  号   

妊

産

婦 

フ  リ  ガ  ナ    

生年月日 
  年  月  日 

（    歳）妊産婦の氏名 

□申請者に同じ 

 

 

妊産婦の住所 
〒  

里帰り先住所 
（里帰り先にて産科機関までタクシーを利用する方のみ記入） 

産科機関名  

分娩予定日 
      年  月  日 

出産日 
（妊娠中の方は記載不要） 

   年  月  日 

産後ケア利用の有無 有 ・ 無 

 

タクシー利用に要した金額を、次のとおり請求します（内訳②の合計）。 

請求額 
十 

 

万 

 

千 

 

百 

 

十 

 

円 

 

内訳 

利用日 
自費額（①） 

上限９，０００円 

請求額（②） 

①×０．８（１００円未満切り捨て） 

ただし第 4 条第 2 項に該当する場合は全額 

年  月  日 円 円 

年  月  日 円 円 

年  月  日 円 円 

年  月  日 円 円 



 

利用日 
自費額（①） 

上限９，０００円 

請求額（②） 

①×０．８（１００円未満切り捨て） 

ただし第 4 条第 2 項に該当する場合は全額 

年  月  日 円 円 

年  月  日 円 円 

年  月  日 円 円 

年  月  日 円 円 

 

私が受領するタクシー利用料について、下記指定口座への振込を依頼します。  

振
込
先
口
座 

金 融 機 関 名 

 銀行 

信用金庫              

農協 

信用組合           

本店 

支店 

出張所 

預 金 種 別 普通 ・ 当座 口 座 番 号        

フ リ ガ ナ 

口 座 名 義 人   

 

申請者氏名と異なる名義の口座に振り込みを希望される場合、下欄に記入をお願いします。 

※委任状 

私は、上記口座名義人にタクシー利用料の受領に関する一切の権限を委任します。  

      年   月   日  

                                申請者氏名 

  

【誓約・同意事項】※該当する項目に☑を入れてください。  

田原市が必要と認めるときは、住民基本台帳及び世帯の課税状況、産科機関

における情報等について、この申請に係る調査を行うことに同意しますか。  
□はい □いいえ 

田原市において支給決定をした後は、この申請書をタクシー利用料支給用の

請求書として取り扱うことに同意しますか。  
□はい □いいえ 

申請内容に偽りがあった場合や相違があり支給要件に該当しなかった場合に

は、支給済みのタクシー利用料を返還することに同意しますか。  
□はい □いいえ 

 

【提出書類】  

□タクシー料金の支払額が確認できる領収書等 

□産科機関での受診を証明することができる領収書、診療明細書又は母子健康手帳の健診記録等

の写し 

□振込希望先金融機関の通帳又はキャッシュカードのコピー（口座番号等確認用） 

※申請者と妊産婦が異なる、必要書類が不足している等の場合に、追加の書類を求めることがあ

ります。   



様式第２号（第６条関係）   

   

田原市妊産婦タクシー利用料支給決定通知書 

   

第    号  

年   月   日  

   

様   

   

                                  田原市長         

   

   

    年  月  日付けで申請のあったタクシー利用料について、次のとおり支給することに

決定したので、田原市妊産婦タクシー利用料助成事業実施要綱第６条第１項の規定により

通知します。   

   

   

記 

   

    

支給決定額           円 

  



様式第３号（第６条関係）   

   

田原市妊産婦タクシー利用料不支給決定通知書 

   

第    号  

年   月   日  

   

様   

   

                                  田原市長        印  

   

   

    年  月  日付けで申請のあったタクシー利用料について、次のとおり支給しないこと

に決定したので、田原市妊産婦タクシー利用料助成事業実施要綱第６条第３項の規定によ

り通知します。   

     

記 

  （不支給とした理由） 

 

 


